







ブラウン管式テ レビの リサイ クル における










































































1.1研 究 背 景
高度経済成長期 を支 えた大量生産 ・大量消費 ・大量廃棄型の時代が終わ り、その経済活
動によって引き起 こされ た廃棄物最終処分場逼迫の問題、また鉱物資源の枯渇に対す る懸
念な どか ら、現在 日本は 「循環型経済 システムの構築」 を目指 している。
循環型経済システムを構築す るための基本的な考え としては、3Rと呼ばれ るReduce(廃
棄物 の発生抑制),Reuse(再利用),Recycle(再資源化)に よる資源の有効活用に向けた取
組が必要であるとい う方針が示 されている(1)。これ に際 し、 日本は21世紀 に入 ってから循
環型経済システムの形成 に向けて様 々な法律を施行 した。 その中の1つ に特定家庭用機器
再商品化法(以下家電 リサイクル法)がある。
家電 リサイ クル法は2001年か ら施行 され た法律である。対象品 目は当初ブラウン管式テ
レビ、エアコン、電気洗濯機 、電気冷蔵庫 のいわゆる家電4品 目と呼ばれるもののみであ
ったが、2010年現在では電気乾燥機、電気冷凍庫、薄型テ レビ(液晶 ・プラズマ式テ レビ)
も追加 されている。家電 リサイ クル法 は再商品化状況 の報告 をメーカーに義務付けてお り、
毎年 国か ら再商品化状況が発表 されている。現在家電 リサイ クル法が施行 されて10年が経
過 したが、今まで定められた数値(エ ア コン60%,ブラウン管式テ レビ55%,電気冷蔵庫 ・
冷凍庫50%,電気洗濯機50%)を下回ったことはなく、今の ところ家電 リサイ クル法は順調
に推移 してい ると言える。
しか しなが ら、家電4品 目の中でも最 も再商品化量の多いブラウン管式テ レビについて、











































囲その他 0.8% 9.6瓢 7」覧
aその億のプラスチック 14.4% 16,2瓢 8.8%
團汎用プラステック o.o鮎 33.3% i.3%
團プリント藩板 8.7% 9.7覧 12.3%
ロガラス
蝸'鵜難 籔 灘 魏 鱗
5,$% 28,811
團金薦 _鐵魏 纐 繍,一 繍 灘,繊灘 繊 鐵 繍撫






2◎o鋒禦螢&r織 轟鯛レビ激びP幣 レピのリサイクルシス華ムに震する鋼謹観禽3{調囮除A亭 虞17$3霞》よN
図1テ レビの構成比率(2)
ブラ ウン管式テ レビは図1に 示す ように、ブラウン管ガラスが構成 の6割 以上を占めて
い る。そのため必然的にブラウン管ガラスの リサイクルが出来なけれ ばブラ ウン管式テ レ
ビの 目標再商品化率である55%は達成出来ない。 ここでや っかいな問題 としてあるのが、
ブ ラウン管ガラスは有害物質である鉛 を含むため、現状ではブラ ウン管ガラス以外への リ
サイクルが難 しい とされている。現在国内のメーカーはブラウン管式テ レビの生産か ら完
全 に撤退 してい るため、ブラウン管式テ レビの リサイクルによって精製 されたブラウン管
ガ ラスカ レッ トは海外への輸出に大部分を依存 している。
国内生産が完全 に中止 された2005年以降、今までは海外への輸出によってブラウン管式
テ レビの再商品化率を達成す るこ とが出来ていた。 しか し、2011年7月に 日本では地上デ
ジタル放送への完全移行が行われ るため、それに伴いテ レビの買い換えが ここ数年急増 し
てい る。その影響でブラウン管式テ レビの排出台数は ここ数年で急激に増加 している。ま
た、 日本だけでな く世界的にブラウン管式テ レビか ら液晶 ・プ ラズマ式テ レビへの移行が
進んでい るため、ブ ラウン管ガラスカ レッ トの需要先細 りが世界的 に発生 している。
この大 きな2つ の状況の変化を背景 として、今後 目標の再商品化率の達成が困難である
との見立てが出てい る。循環型システムの構築を 目指 し、資源の有効活用を図 るこ とを 目
的 としている家電 リサイ クル法において、再商品化率の 目標値達成が出来な くなることは
資源の有効活用が出来 ていない ことを示 し、ゆえに法の破綻 を表す。
また、特に近年伸びが顕著である国内にお けるブ ラウン管式テ レビの排出台数の急増が
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図2を 見 ると、国内のCRT、つま りブラ ウン管式テ レビの需要は2008年で終了 している。
よって、近年のブラウン管式テ レビの排出台数 の急増 を考 えると、今後近い将来国内に残
存す るブ ラウン管式テ レビが0に なることが考えられ る。そ うなると、現在行われてい る
国内でのブラウン管式テ レビリサイクルを見直す必要が出て くることは明白である。
このよ うに、家電 リサイクル法は施行か ら10年とい う月 日が経過 したが、薄型テ レビの
台頭 によって衰退 して しまったブラウン管式テ レビの リサイ クル について現在見直す必要
がある。そ して、今後 の状況 に対応す るべ く方向性 を示す必要性があると言 える。
1.2研 究 目的
本研究ではブラ ウン管式テ レビの リサイクルが抱える問題の中で も、特に リサイ クルプ
ラン トのブラ ウン管式テ レビ処理機能 の集約 について焦点を当てた。近い将来国内に残存
す るブラウン管式テ レビが0に なるとい うことは、現在 リサイ クル を行 っているリサイ ク
ルプ ラン トのブラ ウン管式テ レビ処理の機能が必要無 くなる とい うことである。
そ こで本研究では、 リサイ クルプ ラン トにおけるブラウン管式テ レビの処理機能の集約
を今後 どの ように行ってい くべきかを明 らかにす ることを目的 とす る。具体的 にはまず ブ
ラウン管式テ レビの今後の排 出台数の推移予測を行 う。そ してその排出台数推移予測を元
に、各年 に必要な リサイ クル プラン ト数 を明 らかにする。 そ してその リサイクルプラン ト
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数を元に、全国の家電 リサイ クルプラン トの中のどの位 置にブラウン管式テ レビの処理機
能を配置す るべきかを明 らかにす る。
1.3論 文 の構 成
第1章 では、研究背景、研 究 目的、論文の構成について述べた。
第2章 では、既存 の研究について述べる。
第3章 では、家電 リサイ クル の概要、現状、問題点 について述べる。
第4章 では、検討 に使用するデ`.タ収集のために行 ったヒア リング調査の結果及び検討概
要 について述べ る。
第5章 では、検討結果 と考察について述べ る。
第6章 では、結論 と今後の課題 について述べる。
4
第2章 既存研究
家電 リサイクル法に関す る研 究は、施行 されてまだあま り長 い期間を経ていない とい う
こともあ り、あま り多い とは言えない。
国立情報学研究所論文情報ナ ビゲータのciniiにおいて 「家電 リサイクル法」 と検索す る
と322件の文献が存在 してい る。(2010年12月現在)(ちなみに家電 リサイクル法の正式
名称である 「特定家庭用機器再商品化法」での検索結果は37件とあま りに少ない)し か し
なが らこの中の大部分 は家電 リサイ クル法の問題点の指摘や、今後の見直 しに向けた提言
に とどまる物であ り、具体的 にデ.___.タを扱 い試算 している研究は数 えるほ どである。デー
タを扱い試算 している物 としては田崎の実態効力の評価(4)、中野 らのLCAを 用いた地球温
暖化防止効果の定量化(5)、山田らの環境負荷 ・コス ト分析お よび産業構造評価(6)、等があ
るが、 リサイ クルプラン トの配置について検討 されているものは見 当た らない。
また、今回私が扱 うブラウン管式テ レビについて焦点を当てた研究 も数が少な く、武 田
らの廃材の骨材へ の利用の研究(7)、柿本 らのスラグ改質剤への利用の研 究(8)等のブラウン
管式テ レビか らリサイクル され るブラウン管ガラスを他 の素材ヘ リサイ クルす るための研
究はい くつか行われているものの、やは りブラウン管式テ レビの リサイ クルプ ラン トの配
置 に関す る研究は見当た らない。
表1従 来の研究に関する検索
CiNiiによる検索1
検索用語 ヒ ッ ト件数 備考1
家電 リサイクル法 322件 問題点の指摘、環境負荷etc…1
特定家庭用機器再商品化法 37件 問題点の指摘、環境負荷etc…1
ブラウン管ガラス 8件 他素材へのリサイクル1




家電 リサイ クル法(正 式名称:特定家庭用機器再商品化法)は1998年6月に制定 し、2001
年4月 に施行 され た(g)。家電 リサイクル法は家庭用電化製品の リサイ クル を行い、廃棄物 を
減 らす とともに資源の有効活用を推奨す るための法律である。施行 当初 はエア コン、ブラ
ウン管式テ レビ、電気冷蔵庫、電気洗濯機 の4品 目を対象 としていたが、2004年に電気冷
凍庫が追加 された。また2007年8月31日の環境省、経済産業省合 同審議会で、薄型テ レ
ビ(液 晶 ・プラズマデ ィスプ レイ)お よび衣類 乾燥機 が家電 リサイ クル法の対象 に追加 さ
れ ることが決定 し、2007年度 中に技術 的な課題 を解決、同法の政令 は改正 され2009年4月
1日に薄型テ レビおよび衣類乾燥機が対象品 目に追加 された。



























この法律 により前述 した家電製品は特定家庭用機器 として指定 された。小売業者 は消費
者 か ら廃棄 品を引き取 り製造業者へ と引き渡 し、製造業者等 は リサイ クルの役割 を分担 し、
リサイクル活動の推進をはかることが義務付 けられた。小売業者は平成22年12月現在 で
全国に380箇所 ある指定引取場所に使用済み家電を引き渡 し、ここで集め られ た使用済み
家電が全国に49箇所 ある家電 リサイクル プラン トへ運 ばれ 、そ こで再商品化が行われ る。
運搬 ・再商品化の効率向上 と共に、独 占体制 とな るこ とを避けるため、家電 リサイクルプ
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ラン トはAグ ループ とBグ ループと呼ばれ る2っ の製造業者等のグループに分かれて、そ
れぞれ のグループに属す る使用済み家電の再商品化等 を行 ってい る。
対 して消費者は小売業者への引き渡 しの際に、小売業者や製造業者等が定める廃棄品に
応 じた リサイ クル料金 を支払 うことを義務付け られ た。 リサイクル料金の支払いは家電 リ
サイ クル券の購入 とい う形で行われてお り、消費者 自らが排出 した使用済み家電が適切に
製造業者等が運営す る指定引取場所へ引き渡 されたかを消費者 が確認できる仕組み となっ
てい る。
よって家電 リサイ クル法のおおまかな流れ を述べ ると、消費者が使用済み となった家電
製 品を小売業者 に引き渡 し、小売業者は引き取った使用済み家電 を製造業者等 に引き渡 し、
製造業者が定め られた基準以上の再商品化等 を行 うとい うものである。
再商品化等 の 目標値は、政令に よって、エア コン60%以上、ブラウン管式テ レビ55%以
上、冷蔵庫 ・冷凍庫 と洗濯機50%以上 と定め られている。現時点では、サーマル リサイ ク
ル に頼 らずに この 目標値 を達成す ることとされてい るが、家電 リサイクル法 自体がサーマ
ル リサイクルその ものを排除 しているわけではない。また、再商品化等 の定義 は、 「自ら
利用す る行為」 もしくは 「利用す る者に有償又は無償で譲渡 し得 る状態にする行為」 とさ
れてお り、逆有償下での再商品化量はこの数値 に計上できない点はEUの 定めたWEEE指
令 と異な り特徴的な点である。
3.2家電 リサイクル法制定の背景
元来我が国にお ける廃棄物 の処理 は、焼却処理の後埋め立て るとい う処分が主流だった。
しか し年々増 え続 けるごみの総排出量、社会全体の経済活動が大量生産、大量消費型、ひ
いては大量廃棄型へ と変わってゆくにつれて浮上 して きたのが最終処分場の残余容量の問
題である。























(注)懸雛 鐘蝶 類 舛麟 義論婁蕩 騨 簾 鵠 趨 欝 霧 醸 論 蒼的かつ計画的雛 進
を図るための基本的な方針 」における一般廃棄物の排出量は、 「ごみ総排出量 」から 「自家処理量」
を差 し引き、資源 ごみの 「集団回 収量 」を加篁 したもの としてお り、その場 合の平成15年度 の排出
償 料鴨 瘤42砺 士である・
図4ご み総排出量及び1人1日 当たりのごみ排出量の推移(lo)
家電 リサイ クル法制定以前、特に1980年代後半～1990年代前半を見てみると、一般廃棄
物の ごみの総排 出量が大き く増加 していることがわかる。その後 も一般廃棄物 の排 出量は
増加 を続け、家電 リサイクル法 の制定 された1998年においては一年間で約5160万tにのぼ
る。一方で最終処分場である埋め立て地の残余年数 を見る と、全国でわずか約8.5年分 し
か残 されて居なかった。成長 を続 ける 日本 の経済活動 を鑑みても、早急の対策が必要 にな
ることは誰 の 目にも明 らかな状況だった。
このよ うな事情か ら、政策 レベルでの ごみ処理への対応策が必要 となった。 そこで1995
年には当時の一般廃棄物の容積 で約6割 を、重量べ一スでは約2割 強を占めていた容器包
装廃棄物 の リサイ クルを進 めるた めに容器包装 リサイ クル法(容 器包装 に係 る分別収集及
び再商品化 の促進等に関す る法律)が 制定 され た。 また1997年にはあき缶、あき ビン、ペ
ッ トボ トル などの リサイ クルが推進 され、2000年か らは加 えて紙製容器、プラスチ ック製
の容器包装廃棄物 について もリサイクルの対象 となった。
ごみ処理問題 に対す る取 り組み は容器包装廃棄物に関 してのみではない。1997年には廃
棄物処理法が改正 され、多量の排出 を行 っていた事業者の廃棄物減量のための推進 ととも
に再生利用認定制度の創設 とい うリサイ クル促進のための規制緩和が行われた。
一方で家電 リサイ クル法制定以前の 日本の家電製品廃棄物処理は一般家庭 か ら排 出 され
る廃家電 は基本 的に市町村が回収 し、多 くの場合は破砕処理を施 した後 に一部 の金 属のみ
を回収 し再利用す るに とどまっていた。回収 され ることな く残 って しまった約 半分は他の
廃棄物同様 に埋め立てていた。
しか しなが ら前述 したよ うに最終処分場の残余容量には限 りがあるし、家電廃棄物は容
量べ.___スにおいて も重量べ一スにおいてもその分量は大きい。残余容量の逼迫は火急の対




発展 とともに進展す る機器 の大型化や組成、構造の複雑 さのために適正な処理が困難 にな
っているとい う状況 も見 られた。





家電 リサイクル法をは じめ環境関連法案 により近年 においては残余年数の減少には歯止
めがかかってきている。
3.3家電製 品で あ る理 由
家電 リサイクル法が制定 された1998年の前年である1997年に旧厚生省 によって発表 さ







しか しなが ら当時の環境 白書 によると主な廃家電製品である冷蔵庫、カラーテ レビ、ル
ームエアコン、洗濯機 の4品 目総排出量をみると約65万tと なってお り、割合に して一般
廃棄物のわずか1.3%にしかな らない。にもかかわ らず何故家電製品に焦点があて られたの
だろ うか。数多 くある一般廃棄物のなかで特に家電製品が取 り上げ られた ことについては
次のよ うな理 由が挙げ られ る。
一般廃棄物は基本的 に各 自治体、市町村がそれぞれ に収集および処理を行ってきた。 し
か し前述 した通 り、製造技術 の進歩 とともに家電製品 も大型化 ・複雑化がすすみ、非常に
大型で重 いものがある、非常に硬 い部分が含 まれてお り粗大ゴ ミ処理施設での破砕処理 が
困難 な製 品があるといった理 由か ら自治体での処理が思 うようにいかない場合があった。
このよ うな現状か ら、高度な技術 とともに金属や硝子等の有用資源が多 く用い られている
に もかかわ らず、 自治体でそれ らを リサイ クルすることは困難であ り、大半が埋め立て処
理 されていたのである。
こうした問題か ら1990年には廃棄物処理法が改正 され、適正処理 困難物制度が導入 され
た。 これ により自治体は各々で処理が困難 とされ る一般廃棄物の場合に、製造業者や販売
業者 に協力を仰 ぐことが可能 になった。廃 タイヤ、スプ リングマ ッ トレスな どとともに25
インチ以上のテ レビ受信機 、250リッ トル以上の電気冷蔵庫が対象 となる。 この制度 を利
用 し、家電 リサイクル法成 立以前にも家電販売店での廃家電製品の引き取 りが行われては
いたが、一概 に十分な リサイ クル活動を行えている とは言えない状況だった。
そ こで図5に 記 した廃棄物最終処分場の残余年数の問題 とともに限 りある資源 の有効利
用 の観点 を踏 まえ、効果的に新たな廃棄物の リサイ クル推進 の仕組みを構築す るためにス
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ポ ッ トが当て られたのが、家電廃棄物である。
特にテ レビ、エア コン、電気冷蔵庫、電気洗濯機 の4品 目に絞 られ た理由にはそれ らの
製品の重量、容積 の面 と、また普及率が高かった点が挙げ られ る。
電気シェーバーや電気ポ ッ トな どを対象製品に選んだ場合、それ らは排出 された廃家電
にお ける重量比、容積比 ともに小 さく、最終処分場の残余年数延長効果 はあま り見込める
ものではない。なおかつ1台 あた りの回収可能資源 量 も少な く、採算上制約が多 く再生資
源 としての利用価値 も多 くを期待す ることは出来ない。一方でエアコン、テ レビ、電気冷
蔵庫、電気洗濯機 の4品 目を対象 とした場合1台 当た りの重量 も大 きく、同時に回収可能
な再生資源量も多い。近年の家電製品は鉄、銅、アル ミなどが多 く使用 されてお り、それ
ぞれ を分離選別す ることによって金属製品の原材料 としての再利用が可能である。4品 目



















図7は 内閣府 の消費動向調査 よ り筆者がまとめた ものである。図7に 示す よ うに、制定
時の1998年において電気冷蔵庫、電気洗濯機、ブラウン管式テ レビはほぼ全世帯に、エア
コンについて も80%以上の世帯に普及 してい る。
以上の理 由か ら十分な政策効果が期待できると判断 され、ブ ラウン管式テ レビ、エアコ
ン、電気冷蔵庫、電気洗濯機の4品 目が対象 とされたのである。
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3.4家電 リサイ クル法 の実績
家電 リサイクル法の要 旨にっいては前項までに述べた通 りであるが、 もちろん実行に移
され確かな結果 として表れていなければその存在価値は無い。実際に運用 された実績は ど
のよ うな ものなのだろ うか。

















小売店 とリサイ クル工場 との 中継地点である指定取引所 での引取台数をみ ると、施行年
度の2001年度か ら2009年度まで順調 に引取台数が増加 してお り、 リサイクル法が有効に
機 能 していることが うかがえる。2009年度に大 きく数が上昇 している点については3.5.4に
て後述する。
次に実際に廃家電が回収 された後 、最終的な 目的である リサイ クル が正常に機能 してい
























家電 リサイ クル法は法定基準 とい う形でエアコン60%,ブラウン管式テ レビ55%,電気冷
蔵庫50%,電気洗濯機50%とい う再商品化率のノルマが課せ られてい るが、その値 を下回っ
たことはな くこの点を見ても現状 リサイクル法 は順調 に推移 してい ると言えるだろ う。
リサイクル され た有価資源の内訳は次の表2を 参照 したい。
表2部 品及び材料等の再商品化実施状況(2009年度)
単位 エアコン テレビ 冷蔵庫 洗濯機
鉄 トン 25,160 27,188 77,045 46,200
銅 トン 5,917 9,541 2,269 1,514
アルミニウム トン 9,927 93 538 941
非鉄・鉄などの混合物 トン 27,448 1,812 22,770 12,047
ブラウン管ガラス トン 一 137,644 一 一
その他有価物 トン 9,617 56,197 33,947 27,093
総重量 トン 78,609232,475136,569 87,795
表2は2009年度 における再商品化の実施状況 を示す グラフである。鉄、銅、アル ミニウ
ムをは じめ とする有価資源が多 くリサイクル されていることが分か る。中でもブラウン管
式テ レビは重量べ一スでエア コンと電気洗濯機 の約3倍 、電気冷蔵庫の約2倍 が リサイ ク
ル され ている。 このことか らもブラウン管式テ レビの リサイクルが資源の有効活用 とい う
観点で家電 リサイクル法において重要であることを示 していると言 える。
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3.5家電 リサイ クル法 の問題 点
前項までは家電 リサイ クル法の概要 と実績にっいて述べたが、一方でまだ条文にもある
通 り施行後10年程の法案であ り、完全なもの とは言い難い側 面も持 ち合わせている。そ こ
で今項では既存研究において指摘 されてい る家電 リサイ クル法の問題点について述べ る。
3.5.1リサ イ クル 料金 の問題
家電 リサイクル法の概要の部分でも少 し触れたよ うに、消費者 は対象の家電製 品を廃棄
す る際に、小売業者 な どへの引き渡 しとともに リサイクル券購入 とい う形 で料金 を支払わ
なけれ ばな らない。 この料金 に関 して、家電 リサイ クル法制定当時 にはメーカー間の競争
原理 とリサイクル技術 向上に従って次第に低減 してい くこ とが期待 されていた。 しか しな
が ら長い間大手メーカー らは一律の料金設定を示 してお り、2007年4月と2008年11月に
エアコンの料金が引き下げ られた ことと、2008年11月に冷蔵庫170リッ トル以上 と以下、
ブラ ウン管式テ レビは15インチ以上 と以下で区切 られ2段 階の料金設定に変更 され た以外
に金額に関す る変更は2010年12月現在 ない。またメーカー側が設定 した リサイ クル料金
の算 出根拠が示 されないことも問題の一つである。
この問題 については各メーカーが リサイクル費用 とその内訳 を公開 していない とい う点
も挙 げ られ る。消費者が支払 うリサイ クル料金 はゴ ミの処理にかかる費用 としては安い も
のではない。 にもかかわ らず支払 った費用が どのよ うな使い道 を されたのか明確 に し、透
明性 を高め るとともに、企業 と施政 による リサイクル費用削減 の努力 を行わない ことには
消費者の理解 を得 るこ とは難 しいだろ う。 また、消費者 の不理解 は家電廃棄物の適正な排
出ルー トを妨 げる結果 とな り、後述す る問題群 の一因 となって しま うことにな る。十分な
対策が必要 とされ るだろ う。
3.5.2不法 投棄 の問題
家電製品の適正な処理を 目的 とした法律である家電 リサイ クル法ではあるが、一方で不
法投棄 をかえって誘発 して しまってい るのではないか とい う面 も拭い去ることはで きない。
家電 リサイクル法は対象 となる製 品を廃棄す る際に リサイ クル料金が発 生す る後払いの方
式を とっている。 リサイクル料金 は前記 した通 りであ り、家電 リサイ クル法施行以前の廃
棄費用 に比べ大幅に高額な もの となった ことか らリサイクル料金 の支払いを厭 う消費者 が
不法投棄を行 っている とい う見解 である。実際に施行当時、 自治体 などか ら後払い方式に
関 し、新規購入時に支払 う先払い方式に しない と不法投棄が増えるのではないか との批判
が相次いでいた。事実施行か ら暫 く不法投棄量は増加 を続 けた。環境省 によると全国 自治
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体の半数で2001年4～7月期の不法投棄件数は、家電 リサイクル法4品 目に関 して同期比で
26%もの増加 を見せた とい う。不法投棄 された4品 目については持 ち主が特定 されない限
り、 自治体 の負担で回収費用 をまかなわなけれ ばな らない。 これは非常 に大きな自治体の
財政圧迫要因 となったので、各 自治体は精力的に不法投棄対策を開始す るよ うになった。
図10は家電4品 目の不法投棄台数 における推移 を示 している。
(台)
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*人 ロカバ・率:廃 家電4晶 日の不法投棄の状況把握調査において、不法投棄台数のデー タ
を有 していた 自治体の合計人口の総 ノ、目に占める劉合。
図10家 電4品 目の不法投棄台数推移(13)
近年は各 自治体 の不法投棄対策の効果が徐々に表れてきてお り、2003年度 をピー クとし
て不法投棄台数は減少傾向にある。図8で 示 したよ うに引取台数が増加 してい る中で、不
法投棄数 の減少 が進んでい ることは各 自治体の不法投棄対策 の効果 が大 きいこ との証明 と
言 えるだろ う。
しか し依然 として無視できない数の不法投棄が行われている上、2009年度 に家電4品 目
の引取台数が多 く増 えていることを考慮す るとまだ楽観視 は出来ない状況である。今後 も
継続 した各 自治体 の不法投棄対策が期待 され る。
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3.5.3不適 正 な処理 の問題
家電 リサイ クル法は製造業者、小売業者 、消費者全ての協力を前提 とした循環社会形成
のための法律で あ り、また消費者 と小売業者 と製造業者 の連携 も必要不可欠 である。 しか
しなが ら、小売業者 が消費者 か らリサイ クル料金 を徴収 して家電廃棄物 を受 け取 ったに も
関わ らず、指定集積場へ運ばず 自社保管 して しまっていた事例が実際に摘発 され てい る。
さらに悪質な小売業者 の場合 は リサイクル料 を徴収 し、廃家電を回収 した上で、山間部な
ど人 目のつかない場所へ不法投棄 して しま う、あるいは後述す る廃家電無料回収業者へ横
流 しして しま うとい う。 リサイクル料金 を徴収 し、回収 され た廃 家電は家電 リサイクル制
度 の定める ところの資源で あ り、単なる横領 であるに止ま らず、 このよ うな行為は リサイ
クル制度 を根底か ら覆 して しま う危険を有 している。
このいわゆる 「見 えないフロー」について も現在の家電 リサイ クル制度 の問題 点 と言 え
るだろ う。見 えないフロー とは家電製品の廃棄において家電 リサイ クル法が定 めた方法 と
は異 なった処分の総称である。例 を挙げる と、軽 トラックで家電廃棄物 を無料で回収す る
業者 の存在 だ。 この業者 に よって回収 され た家電廃棄物 は主 に以下の様 に処理 されてい
る。
ロアジア諸国に輸出後、修理 して再び販売する
ロアジア諸国に資源 として輸出、分解後資源 として利用 される
□分解 し金属資源 として販売 され る
回収業者 が 自治体の収集運搬免許 をもっていない場合は廃棄物処理法違反だが、循環型
社会形成の概念か ら考 えれば、廃家電が リユー スされ ることになん ら問題 は無い。可能な
らば リユースを行った方が資源 として リサイクル され るよ りも効率的、環境的 に考 えて良
い とされ る。 ここで問題 となるのは前述 した ような悪質な小売業者 か らの横流 し、及び リ
サイクル技術に疑問が残る点である。実際に リサイ クル技術の問題 は近年e-waste問題 と
呼ばれ注 目され始 めてい る。e-waste問題 とは、e-waste(電気 ・ 子機器廃棄物)に 含まれ
てい る鉛やカ ドミウム、水銀 等の有害物質が、途上国において適正な廃棄処理 をされず に
廃棄 され て しま う問題 のこ とである。 これ によって環境汚染が引き起こ され る可能性 があ
り、排 出元の国の責任問題 が叫ばれている。
「見えないフ ロ.__.」は引き取 り料金 が無料であることか ら消費者か らの廃家電排 出先 と
して選ばれやすいが、家電 リサイクル制度 の運営 は消費者の支払 うリサイ クル料金 によっ
てまかなわれてお り、制度 の維持及び国内資源 の有効な活用の為 にも打開策が必要 と言 え
る。
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3.5.4ブラ ウン管 ガ ラス需 要先 細 りの問題
2011年の完全地上デジタル放送への移行の影響や、普及 とともに価格が大幅に下がった
ことか ら市場で販売 され てい るテ レビの大部分がブ ラウン管式テ レビか ら液晶テ レビへ と













図8で は家電4品 目の合計の引取台数推移をを示 したが、図llでは家電4品 目それぞ
れ についての推移 を示 してい る。図llを見る と、エアコン、電気冷蔵庫、電気洗濯機 は施
行以降引取台数が微増 に留まってい るのに対 し、ブ ラウン管式テ レビの引取台数 は大き く
増加 している。特 に2009年度 の伸び方は顕著であり、前年に比べてお よそ2倍 と急激に増
加 していることが分かる。上述 した よ うに、2011年の地上デジタル放送への移行、またエ
コポイン ト制度等 の影響に よって近年 買い替 えが加速 してお り、それに伴って引取台数が
増加 してい ると言 える。
こういった状況 において リサイ クルが困難になってきたのがブラウン管式テ レビである。
ブラ ウン管式テ レビは家電 リサイ クル法で リサイクルが義務付 け られ る家電製品において、
図1に 示 したよ うに製品部品の6割 以上がガ ラスによって出来ているとい う高いガラス含
有率を示 している。法定再商品化率は55%であ り、 これ をク リアす るにはブラウン管のガ
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ラスの再商品化 は必要不可欠 といえる。本 来な らば リサイクルプ ラン トにおいて分解のの
ち精製、精製カ レッ トと呼ばれ るガラスの原料 として再びブラ ウン管製造に利用す るとい
った水平 リサイクルを行って きた。 しか しブ ラウン管式テ レビの国内生産 は2004年で終了
し、それ に加 えて世界的 にも液晶テ レビない しプ ラズマテ レビへの転換が加速 しているた
めブラウン管式テ レビ離れが進んでいる。
























2010年までは実際のデータで、2011年以降はブラウン管式テ レビと精製カ レッ ト需要量
ともに約▲30%1年と見込んでいる。図12を見 ると、海外でもブラウン管式テ レビか ら液晶
テ レビへの移行が進んでいるため、近年世界的にブラウン管式テ レビの需要量が低 下 して
い ることがわかる。特に2007年か ら2009年の3年 間で約半分 の生産台数まで落 ち込んで
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図13全 世界 ブラウン管生産 シェア予 測(14)
図13は全世界 のブラウン管生産シェア と、その国がブラウン管ガラスカ レッ トの受け入
れを行ってい るか を示 している。図13を見 ると、中国がシェアの半分以上を占めてい るが、
その中国は 自国内でのブラウン管ガ ラス リサイクル を推進 しているため、 日本か らのブラ
ウン管ガ ラスの輸出は規制 されてお り行 うことが出来ない。同様 に、イン ドも税 関の問題
で輸 出が停止 されて しまっている。
最後 に、近年 の 日本か らのブラ ウン管ガラスか ら精製 されたブラウン管ガ ラスカ レッ ト
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2006年度までは韓 国、 タイ、シンガポール、イ ン ドネシアにも輸出が され ていたが、
2007年度にはその4力 国への輸出は無 くなった。その代わ りマ レー シアへの輸出が大幅に
増加 し、2007年度はほぼ全ての量をマ レーシアの輸出によってまかなっている。イ ン ドも
2007年度実績では微 量なが らガラスカ レッ トの受け入れを行っているものの、図14で述べ
たよ うに、2008年時点で税関の問題によ り輸出が不可 となって しまったため今後期待でき
るかは未知数である。 よって、ガラスカ レッ トの海外への輸出は現状マ レーシアに完全 に
頼 っているとい う状況である。
このよ うに、 日本のブラウン管式テ レビの水平 リサイ クルは非常に芳 しくない。世界的
に需要量が低下 してい る上、世界 のブラウン管 シェアの うち半分以上のブラウン管式テ レ
ビには 日本 で精製 したガラスカ レッ トを用いることは出来ない。それに加 え、ガラスカ レ
ッ トの受 け入れ先は現状マ レーシアに限られている。
日本のブラ ウン管式テ レビの水平 リサイ クルがいかに危 ういバ ランスでこれ まで行われ
てきたかを示す と言 えるだろ う。
水平 リサイクルではな く、他の商品への リサイ クル をす るべ きとい う意見 もあるが、ブ
ラウン管式テ レビのやっかいな部分は水平 リサイクル以外が現状非常に困難 である とい う















































































短波長のバネルよ 無の懸過 儀翻管騨 透颯性、 藩欝物質 透明度. 紙熱膨張 化学的 鮒侵性 、光透緻性鮒 水性 、 小熱膨弧遜融点、 高鮒熱熾
X維の護 ら塙 いx 性 気密暫. 曾劉 賓理 麟鋳率 酎久憤 光掌鋳燃均 質性. 電気絶縁 條薮、鮒 化掌的鮒 高婚み点
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図14ブ ラウン管ガラスの特 殊 性(16)




しか し少 なか らずで はあるが、他用途 に用い られてい る例 もある。 図15にそれ を示す。

































図15に示 した よ うに、一応ガ ラス繊維や鉛精錬、製鐵 、銅精錬 において精製ブラウン管
ガラスは利用可能なものの、受け入れ量が限定的であ り、限 られた少量の用途に しか用い
ることが出来 ない。 このことか ら現状 ブラウン管ガラスの リサイ クル は海外ガ ラスメーカ
ーへの水平 リサイクルに大部分を頼 らざるをえない状況であると言える。
このよ うにブ ラウン管式テ レビは薄型テ レビの台頭 により世界 と国内の情勢が変化 し、
ガラス以外へ の受入量を増やす ことの出来る効率的な適正処理技術の確立や、今後のブラ
ウン管式テ レビリサイクルの見直 しを含めた検討 を早急に行 う必要があると言 える。環境
省 の行 っている 「中央環境審議会廃棄物 ・リサイ クル部会家電 リサイクル制度評価検討小
委員会、産業構造審議会環境部会廃棄物 ・リサイ クル小委員会電気 ・電子機器 リサイクル
WG合 同会合」、また 「中央環境審議会 廃棄物 ・リサイ クル部会 特定家庭用機器 の再商
品化 ・適正処理に関する専門委員会、産業構造審議会 環境部会 廃棄物 ・リサイ クル小
委員会 電気 ・電子機器 リサイ クルWG家 電 リサイクル制度にお ける品 目追加等検討会
合 同会合」において、近年はブラウン管ガ ラスの リサイ クルの方針 について大 きく取 り上
げ られてい ることも対策が急務であることを裏付 けていると言える。
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本研究では、上記の通 り様 々ある家電 リサイ クル法の問題 の中でも、具体的な今後の方




第4章 リサイクルプラン トの配置に関す る検討概要
4.1リサイクルプラン トに対す るヒア リング調査
本研究では リサイクルプラン トの配置 に関する検討 を行 う。現在家電製品を取 り扱 って
い るリサイ クルプラン トは全国に49施設あるが、(Aグループ31施設、Bグ ループ16施設、
AB共同2施 設)今回行 う検討では個々の リサイクルプラン トにおける、ブラウン管式テ レ
ビの処理能力の把握が必要である。 そのため過去の文献やホー ムペー ジ等 を検索 したが、
ブ ラウン管式テ レビの処理能力や処理実績 に関す るデータを見つけることはほ とん ど出来
なかった。そ こでデー タの収集 のため、全国の49の リサイクルプラン トに電話 で連絡 を取
り、その後 メールにて質問事項を文書 にて送付す るとい う形でアンケ.__.トを取 った。(ア










ヒア リング調査 を行 った結果、 リサイ クルプラン トか ら回答 を満足 に得るこ とは出来な
かった。回答が出来ない理 由として多 く頂いたのが、 リサイクルプ ラン トはメーカー側か
ら委託 で業務 を行 っているため、 リサイ クルプラン ト側で安易 に情報 を公開す ることはで
きない とい うものであった。
リサイ クルプラン ト以外に リサイ クル プラン トに関す る情報 を把握 していると思 われ る、
財団法人家電製 品協会 、環境省 にもヒア リング調査 を行 った ところ、や は りメーカー側 に
伺 ってほしい との回答であった。
そ こで、主要 な家電 メーカーの家電 リサイクル担当の方 にもお話を伺った ところ、 「リ
サイ クル したブラウン管式テ レビの全国の総量は公開 してい るが、 リサイクルプ ラン ト単
位での公開は難 しい」 とい う回答であった。
この結果か ら、データの収集 は満足に行 うことは出来なかったが、家電 リサイ クル法 の
問題点 として指摘 され てい る 「制度に対す る不透明感 」、つま り消費者への情報公 開の少
な さとい うものを確認す ることが出来た。
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家電 リサイクル法 は資源 の有効活用を 目的 とした法律 である。 リサイクルを行 うプラン
トの情報が具体的に公開 されていない とい うことは、資源 の有効活用が適切に行われてい
るか どうかの公開がなされ ていない とい うことである。 これ は家電製品の資源 の有効活用
を行 うこ とを 目的 とす る研究 の妨げ とな り、家電 リサイクル法の改善や進展 に影響 を及 ぼ
していると考 える。
本研 究では今 回のヒア リング調査結果か ら、消費者 に対す る情報公開が少 ない とい うこ
と、またその影響 によって家電 リサイクル法の改善や進展に影響 を及 ぼ してい る可能性が
あるとい うこ とを強 く指摘 してお きたい。
4.2検討 に用 い るデ ー タ
4.2.1リサ イ クル プ ラ ン トの最 大 処理 能 力
4.1の項で述べたよ うに ヒア リング調査において満足 な結果 を得 ることは出来なかった。
しか しなが ら、少ないなが らも回答 を頂 けた リサイクル施設 もあ り、得 られたデー タは最
大処理能力 についてのものであった。デー タを得 ることの出来た2施 設は双方 とも年間処
理能力20万 台前後 とい うことで あり、 この値 は電子技術産業協会の発表 している2009年
時点の全国での処理能力約850万台 とい う値 と大きく異な らない。(単純 に見積 も り、20万
台×全国に40施設で800万台 との予測)
そ こで今回は、全国にあるブラウン管式テ レビが リサイ クル可能な リサイクルプラン ト
40施設の最大処理能力を1施 設20万台 と固定 して検討 を行 うこととする。ABの 共同施設
においてはA、Bそ れぞれ20万台処理出来るもの とする。
また、ヒア リング調査の結果 リサイクル設備のない施設が9つ あったが、その施設は全
てAグ ループに属す るものであった。
よって、今回の検討ではAグ ループは合計22施設、年間処理量440万台、Bグ ループは
合計16施設、年 間処理量320万台、ABの 共同施設 が2施 設、年間処理量A、Bグ ループ
それぞれ20万台で年 間処理量80万台 とす る。
以下に、ブラ ウン管式テ レビ処理機能のあるAグ ループ、Bグ ループそれぞれの リサイ






この項では今後 のブラウン管式テ レビの排 出台数推移 について考える。
図18は 電子技術産業協会の発表 している国内のアナログテ レビ残存数予測である。
圏デジタル 閣アナログテレビqア ナログテレビ排出可能性
図18国 内のアナログテレビ残存数予測(17)
本研 究では2018年までの排 出台数推移予測 を行 う。国内でのブ ラウン管式テ レビの国内
出荷 は2008年で終了 してい るた め、ブラウン管式テ レビの耐久年数 を10年 と仮定 し、
2018年までに全てのブ ラウン管式テ レビの排 出が行われる と仮定 した。今回の検討では使
用不能 となった後でも家庭内に残 される物に関 しては考慮 していない。図18に示 した よう
に電子技術産業協会に よって2011年までは予測が行 われてい るため、それ以降の2012年か
ら2018年までの推移予測を行 う必要がある。
推計方法については、地上デジタル放送の完全移行、及びエ コポイ ン ト制度が終了 とな
る2011年以降は排出の際に外的要因は受けない と仮定 し、耐久年数 としている10年 前の









































図19国 内 の ブラウ ン管 式テ レビ残 存 数 推 移 予 測
電子技術産業協会は図18で2011年の残存数が2125～2741万台であるとの予測 をしてい
るが、本研究では2011年の値 は地上デジタル放送対応機器 と組み合わせ てブラウン管式テ
レビを使用 され るとしている2125万台を使用 した。2012年以降は上述 した方法で推計 を行
った。
それ を示すグラフが図19である。 また、1年間に排 出され るブラウン管式テ レビの量は













図20を見 ると、2012年以降の排 出台数 は表5の 国内出荷実績に比べて約25%量が少 な く
なっている。 これ は海外 向けに リユース されたものの量が国内での排 出に計算 され ていな
い もの と考えられ る。
環境省の公表 している使用済みブ ラウン管式テ レビのフロー推計(18)による と、899万台の
うち216万台が海外ヘ リユース されてい るとあ り、 この値 は今回得た結果の約25%量が少
な くなってい るとい うものに合致す る。 これは今回行 った排 出台数推移予測が有意である
こ とを示す ものの1つ のデー タであると言える。
以上を踏 まえ、今回の検討では図20の排出台数推移予測を元に検討を行 う。
尚、今回の検討 では排 出台数 が一年 間の処理量 を超 えていた場合は翌年 に在庫 として残
してお くもの とす る。 また、2010年までは在庫はない もの とし、在庫分 については世界需
要の急激な低下 とい う状況を踏まえ極力早 く処理す ることを 目的 とす る。
4.2.3ブラウン管式テ レビの都道府県別排 出台数
本研 究では全国にお ける リサイクルプラン トの配置計画 を行 う。 よって、各都道府 県の
排出台数 を把握す ることが必要 となる。今回の検討では、2009年度 に各都道府県で排出 さ
れた台数 を元 に、以降同 じ割合で各都道府県から排出 され るもの とする。























































今回の検討は在庫が出て しまった際は、表6と 同様の割合で各都道府県に在庫が残 るも
の とした。
4.2.4Aグルー プ とBグ ル ー プ の排 出割 合
家電 リサイ クルプラン トはAグ ループ とBグ ループに分かれているとい うのはこれまで
も述べてきた通 りであるが、Aグ ループ とBグ ループは リサイ クル の方針が異なっている
ため、Aグ ループのブラウン管式テ レビをBグ ループにおいて処理す ることは出来 ない。
そ こで、排 出され るブラウン管式テ レビのAグ ループ とBグ ループの比率を把握す ること
が必要である。
そ こで本研究では、ブラ ウン管式テ レビの リサイ クル を行 ってい るAグ ループとBグ ル



















表7で 整理 したAグ ループ とBグ ループの合計台数が4020+5615=9635(千台)である。
2009年度 の国のブラ ウン管式テ レビ引取台数が10320(千台)であるため、全体の約93%を把
握出来ている。そ こで この値 は有意である とし、今回の検討では表7に 掲載 した台数 の割
合を用いることす る。
よって 、Aグ ル ー プ は
4020(千台)/9635(千台)×100≒42(%)
Bグ ルー プ は
5615(千台)/9635(千台)×100≒58(%)
今回の検討では、以降排出 されるブ ラウン管式テ レビはAグ ループ、Bグ ルー プで上記
の割合で排出 されるもの とす る。
4.2.5ブラウン管ガラスのブ ラウン管式テ レビ以外への利用の考慮
4.1の項で触れ たが、ブラウン管ガ ラスのブラウン管式テ レビ以外への利用は技術 の関係
上難 しい とされているが、少なか らず行 われている。そ こで、今 回の検討ではその量 も考
慮 に入れ ることとす る。図15に掲載 され てい るが、ガラス繊維、鉛精錬 、製鐵 ・銅精錬へ
の利用によってll400t/年の需要が見込める。
ll400tとい う数字を台数換算す るため、以下の表 を参照 したい。
表8ブ ラウン管ガラスの再商品化状況
2009年度 ブ ラウン管ガ ラス再 商 品化量(t) 137644
2009年度 引取台数(千台) 10320
一 台あた りの再商品化ブ ラウン管 ガ ラス量(kg/台) 13.3
2009年度におけるブラウン管ガラス再商品化量か ら引取台数 を割 ることで、一台 あた り
か ら再商品化できるブラウン管ガラス量 を概算 で求める。今 回の検討 ではそれ によ り求ま




ブ ラウン管ガラス以外の利用によって、年間86万台のブラウン管式テ レビが リサイ クル
出来 る。今回の検討では、海外輸 出によるブ ラウン管ガラス リサイ クル の先行 きが不安 と
い うことを背景 とし、ブラウン管ガラス以外への利用は最優先 に行 うこととす る。
また、ブラウン管式ガラス以外 の利用に用いる廃ブ ラウン管式テ レビの割合 は、前項で
仮定 したAグ ループ42%、Bグループ58%とす る。 しか し、 どちらかのグループが最大処
理能力 〉排 出台数 となった時点 で、ブ ラウン管式テ レビ以外への利用 はも う片方のグル
ープに完全にシフ トするもの とす る。
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4.3モ ア ル
この項 では今回の検討 に用いるモデルについて述べ る。
本研究では排出量を考慮 した上で、全国の リサイクルプ ラン トと各都道府県の排 出地点
の距離 に関す る最適化 の検討 を行 う。都道府 県の排出は県庁 の位 置か ら全て行 うもの とし
ている。

















Aは 県の排出地点、Bは リサイ クルプ ラン トの地点を示 し、Dは 距離である。上述のよ う
に、今回の検討ではこの距離 を最短 にす ることを目的 としている。
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Fは県の排出量、Mは 処理施設の必要数、Xは 輸送量、Zは リサイクルプラン トの使用有
無を示す0,1関数 となってい る。
以上 に述べた推移予測 、モデル を用いて今回は検討 を行 う。
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第5章 リサ イ ク ル プ ラ ン トの 配 置 に 関 す る 検 討 結 果 ・考 察
5.1検 討 結 果
この項では今回の検討結果 について述べ る。年 ごとに結果を見てい くことにす る。
2011年
年間排 出量が1925万台であ り、 うちAグ ループは809万台、Bグ ループはlll7万台の
排 出がある。
Aグ ループ:排 出台数809万台 一年間処理能力480万台 一
ブラウン管ガラス以外36万台=293万 台の在庫
Bグ ループ:排 出台数lll7万台 一年間処理能力360万台 一
ブラウン管ガラス以外50万 台=707万 台の在庫
2011年はAグ ループ、Bグループ共に排出台数 〉年 間処理能力 となるため、 リサイ ク
ルプラン トの集約 は行 えない。
2012年
年間排 出量が640万台であ り、 うちAグ ループは269万台、Bグ ループは371万台 の
排出がある。
Aグ ループ:前 年在庫分293万台+排 出台数269万台 一年間処理能力480万台 一
ブ ラウン管ガラス以外36万台=46万 台の在庫
Bグループ:前 年在庫分707万台+排 出台数371万台 一年間処理能力360万台 一
ブ ラウン管ガラス以外50万台=668万 台の在庫
2012年はAグ ループ、Bグループ共に昨年の在庫数+排出台数 〉年間処理能力 となるた
め、 リサイ クル プラン トの集約 は行 えない。
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2013年
年 間排 出量 が543万 台で あ り、 うちAグ ル ー プ は228万 台 、Bグ ル ー プ は315万 台の排
出 が あ る。
Aグ ル ー プ:前 年 在庫 分46万 台+排 出 台数228万 台 一 年 間処 理能 力480万台 一
ブ ラ ウン管 ガ ラス以外36万 台=-242万 台
→12箇 所の削減が可能
Bグ ル ー プ:前 年在 庫 分668万台+排 出 台数315万 台 一年 間処 理能 力360万 台 一
ブ ラ ウン管 ガ ラス 以外50万 台=573万 台 の在 庫
Aグ ループにおいて12箇所の削減が行えるため、置 く施設 の場所 を検討する。Bグ ルー
プに関 しては在庫 がまだ残 っているため リサイ クルプ ラン トの集約 は行 えない。




年間排出量が437万台であ り、 うちAグ ループは184万台、Bグ ループは253万台の排
出がある。
Aグ ループ:排 出台数184万台 一年間処理能力240万台 一
ブ ラウン管ガラス以外0万 台=-56万 台
→2箇 所 の削減が可能
Bグループ:前 年在庫分573万台+排 出台数253万台 一年 間処理能力360万台 一
ブラウン管ガラス以外86万台=380万 台の在庫
Aグループにおいて2箇所 の削減が行 えるた め、置 く施設 の場所 を検討す る。Bグ ループ
に関 しては在庫がまだ残っているため リサイクルプラン トの集約 は行えない。




年間排出量が302万台であ り、 うちAグ ループは127万台、Bグ ループは175万台の排
出がある。
Aグ ループ:排 出台数127万台 一年間処理能力200万台 一
ブ ラウン管ガ ラス以外0万 台=-73万 台
→3箇 所の削減が可能
Bグループ:前 年在庫分380万台+排 出台数175万台 一年間処理能力360万台 一
ブ ラウン管ガ ラス以外86万台=109万 台の在庫
Aグループにおいて3箇所の削減が可能なため、置 く施設 の場所 を検討する。Bグループ
に関 しては在庫がまだ残 っているため リサイクルプラン トの集約は行 えない。





年間排出量が141万台であ り、 うちAグ ループは59万台、Bグ ループは82万台の排出
がある。
Aグ ループ:排 出台数59万台 一年間処理能力140万台 一
ブ ラウン管ガ ラス以外0万 台=-81万 台
→4箇所の削減が可能
Bグ ループ:前 年在庫分109万台+排 出台数82万台 一年間処理能力360万台 一
ブラウン管ガラス以外ll6万台=-285万台の在庫
→14箇所 の削減 が可能
Aグ ループにおいて4箇 所、Bグ ループにおいては14箇所 の削減が可能なため、置 く施
設の場所を検討す る。
以下に、Aグ ループの削減後 の リサイクルプラン ト配置を示す。
図24Aグ ループのリサイクルプラント位置(2016年)
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年間排出量が48万 台である。 この値は、ブラ ウン管式テ レビ以外への利用にお ける86
万台 を下回 るため、 リサイ クル プラン トにお けるブラウン管式テ レビの処理機能 を完全 に
停止するこ とが出来 る。 よって、全国にお けるブラウン管式テ レビの処理 を行 うリサイク
ルプ ラン トは0で ある。
2018年
年間排出量は14万台であ り、前年 同様 ブラウン管式テ レビ以外への利用のみで リサイ ク
ル を行 うことが出来 る。また、この年でブ ラウン管式テ レビの残存量は0と なる。
以上の ような結果 を今 回の検討 で得 ることが出来た。 次の項では結果か ら見える傾向に
ついて分析 し、考察 を行 っていく。
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5.2今回の検討における考察
この項では今回の検討 で得 られた結果か ら考察 を行 う。Aグループ、Bグループそれぞれ、
また削減す るこ との出来た年 の中で も特徴的な傾 向が見 られ た年 について傾向 を見てい く。
まず2013年のAグ ループについて見てい く。
この年のAグ ループの削減結果か らは
・九州 地方 に6つ あった リサイ クルプ ラ ン トが1つ に集約 されてい る点
・北 関東 と北陸 の リサイ クル プ ラン トが大 き く削減 され てい る点
この2点 が大きな特徴 として見 られ た。
まず1点 目の九州地方に6っ あった リサイクルプラン トが1つ に集約 されてい る点につ
いて述べる。九州地方は排出台数が あま り多 くないにも関わ らず、他の地方 と比べて も多
い6つ の リサイクルプラン トが現在配置 されている。2013年の排出台数 では九州地方の全
ての量でも20万台に満たないため、九州地方は1つ の リサイクルプラン トに集約が可能 で
あ る。九州地方の中で も排出台数 が最 も多い県は福 岡県であるが、距離 とい う観点か ら最
適化 を図ってい る今回の検討では九州地方 の中で も中心にある熊本県にある リサイ クル プ
ラン トが1つ 残 され るとい う結果 が出た と考え られ る。
次 に2点 目の北関東 と北陸の リサイ クルプ ラン トが大 きく削減 されている点についてだ
が、北関東 と北陸は比較的近い位置 に東京や名古屋 とい う大都市がある。大都市は人 口も
多いため、ブラウン管式テ レビの排 出台数 も多い。 そのため、距離 と量 を考慮 してい る今
回の検討では、 あま り排 出台数の多 くない北陸 と北関東の排 出は大都市に配置 され てい る
リサイ クルプラン トによって行 う方が最適である とい う結果が出た と考え られ る。実際に、






図23を見る と、全国にほぼ均等 に リサイ クルプラン トが配置 されていることが見て取れ
る。排 出台数の多い関東地方 と近畿地方 には2箇 所 あるが、それ以外の北海道、東北地方、
九州地方 にはそれぞれ1箇 所配置 され てい る。 中部地方は関東地方 と近畿地方に、中国地
方 は近畿地方 と九州地方 に吸収 され る形 で リサイクルプラン トは無 くなっている。 中部地
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Bグ ループは在庫の処分が2015年まで終わ らないため、2016年に18箇所か ら14箇所削
減 され るとい う極端な削減結果が出たが、その4箇 所の配置は全国各地 に均等に1箇 所ず
つ配置 されている。配置 され ている位置は、各地方の排 出量の最 も多い県であ り、排 出量
と距離 とい う観点か ら最適化を行った今 回の検討 として期待す る結果 が出たと言 える。
5.3家電 リサイクル法の情報公開についての提言
この項では4.1のリサイクルプラン トへの ヒア リング調査の項で述べた 「制度に対する不
透 明感」について さらに説明す る。 上述 の通 り、今回の検討では 「距離」に関す る配置の
検討 を行 った。 しか し質問状を送 り調査 を行った段階では 「費用」 に関 しての配置の検討
を行 う予定であった。その背景 としてあったのは、3.5.1で述べた リサイクル料金の価格設
定が不透明であるとい う問題の存在である。
本研 究ではヒア リング調査によって各 リサイクルプ ラン トの一台 あた りの処理費用や初
期投資費用 、年間運用費を明 らか に し、その費用 を踏まえた上で最適なブラウン管式テ レ
ビの処理機能集約 の検討 を考 えていた。 しか しなが ら、4.1の項で も述べたよ うに今回本研
究では リサイ クル プラン トに対 しての ヒア リング調査 を行 ったが満足な結果 を得 ることが
出来なかった。また最大処理能力 についてはデータを少なか らず ではあ るが得 ることが出
来たのに対 し、費用に関す るデータは一切得 ることが出来なかった。
家電 リサイ クル法 は消費者に対 して家電製品の リサイクル料金 の支払いを義務付 けてい
る。 よってその支払 った リサイクル料金 が どの よ うな形で リサイクル され てい るかを知る
権利 があると言 える。そ して メー カー側 は効率的に リサイクル を行 い、少 しで も消費者へ
の負担 を減 らす努力 をす る義務がある。各 リサイクルプ ラン トの具体的な処理費用 を消費
者に公開 していない とい うことは、消費者への負担 を減 らす努力の公開 をしていない とい
うことで ある。 これ は消費者の制度の不信感 にもつなが り、不法投棄等の他 の問題 を誘発
す ることにもな りかねない。
また国 も各 リサイクルプラン トのデー タを把握 していない とい う現在の状況は、家電 リ
サイ クル法の見直 し、特に今回指摘 したいのは金額 面についての見直 しの際に大きな障害
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になるとい うことである。特に本研究で扱 ったブ ラウン管式テ レビについては制度の見直
しが必至な状況であ り、制度の見直 しにおいて必要なデータの1つ である各 リサイ クルプ
ラン トのデー タの情報公開をメーカー側 に義務付 けるべ きであると私は提言 したい。
この項 では各 リサイ クルプラン トに関す る情報公開が家電 リサイ クル法 に対す る消費者
の透明感 の向上につながる とい う点、また国が家電 リサイ クル法見直 しの際に必要なデー
タであるとい う点を指摘 し、各 リサイクルプラン トのデー タの情報公開をメーカー側 に義




本研究では、 リサイ クルプラン トに対する ヒア リング調査 を行い、ブ ラウン管式テ レビ
の処理施設削減 を 目的 とした リサイクルプラン トの配置に関す る検討 を行 った。
その結果、各家電 リサイクルプ ラン トに対す るヒア リング調査 を行 うことで、消費者へ
の情報公開の少 なさとい うものを確認 出来た。そ してその情報公開の少な さによって発生
す る問題 について指摘 し、各家電 リサイ クル プラン トの情報公開 を義務付けるべ きである
とい う提言 を行った。
また、 リサイクルプラン トの配置に関す る検討 を行 うことで、まず1つ 目として2016年
まで に リサイ クルプ ラン トにおけるブラウン管式テ レビ処理施設の必要が無 くなるとい う
結果 を得 ることが出来た。2つ 目として、今後全国の リサイクルプ ラン トの処理機 能集約
を図 ってい く上で、九州地方、北陸 ・北 関東地方か ら集約 を行 うことが最適 であるとい う
結果が得 られた。そ して3つ 目として、集約が進むにつれ て 日本国内に均等 に配置するこ
とが最適であるとい う結果 が得 られた。
今回行 った検討 を実現す るためには リサイクルプラン トに対 して各家電メーカー、 もし
くは国の指導 とい うものが必要 とな る。家電 リサイ クル法のブラウン管式テ レビの問題 に
対す る今後 の見直 しの際に、メ.__.カーや国が意思統一 して問題解決 を図ることを期待 した
い。
今後の課題 としては、今回は排出地点 とリサイ クル プラン トの直線距離 について検討 を
行 ったが、陸路や海路の実在す るルー トを用いて検討 を行 うことが必要 であると考 える。
また各都道府県の排出地点 を正確な指定引取場所の位置 に して検討 を行 うことが必要であ
る。
そ して今回は距離面での検討行 ったが、費用面 を考慮 した検討 を行 うこ とで家電 リサイ
クル法の消費者が負担す る費用の低下につなげることが出来 ると思われ る。
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拝啓 寒冷の候、貴社 ます ます ご盛栄 のこととお慶び申 し上げます。
早速 ではございますが今 回研究の方 でブ ラウン管式テ レビの リサイ クル にお ける リサ
イ クル プラン トの配置 に関す る検討 を行っていま して、その検討に使用す るデータが不
足 してお ります。つきま しては貴社 に於 けるブラウン管 リサイ クル に関 して下記要項 の
通 り回答お願 い致 します。 守秘義務 のあるデー タに関 してはご回答いただかな くて結構
です。提供 していただいたデータは研究内で資料 として扱います。
記
調査 目的 … リサイクルプラン トの配置に関す る検討の研究のため
質問内容
1.処理 を行っているブラ ウン管式テ レビの排 出元(都 道府県単位で構いません。可能
な らば都道府県ごとの割合 も提供 していただける と幸いです)
2.処理 したブラウン管ガラスを輸出す る際 に利用す る港
3.リサイクルプラン トの年間最大処理能力
4.ブ ラウン管式テ レビー台あた りの処理費用(大 まかなものでも構 いませ ん)
5.ブ ラウン管式テ レビの処理に使用す る施設、または機器の初期投資費用
6.ブ ラウン管式テ レビの処理に使用す る施設 、または機器の年間運用費用
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